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令和８年度 鶴岡市地域包括支援センター運営協議会概要書 

 

〇日  時  令和 8年 7月 28日（火）午後 2時 3分～2時 26分 

 

〇場  所  鶴岡市役所 6階大会議室  （鶴岡市馬場町 9番 25号） 

 

〇出席委員 （敬称略） 

       佐藤豊、本間済、菅原良子、土岐喜久、鈴木淳一、伊藤真弓、 

       本間久美子、菅原紀枝、渡部はつせ、秋庭知典 

 

〇欠席委員  日向常浩、屋代高志 

 

〇市側出席者  健康福祉部長、長寿介護課長、同課課長補佐、同課副主幹、同課主査、同課専 

（事務局）  門員、地域包括ケア推進課課長補、同課主査、同課地域包括ケア推進専門員、 

       同課専門員 

 

〇公開・非公開の別 公開 

 

〇傍聴者の人数 1人 

 

〇次  第   

鶴岡市地域包括支援センター運営協議会        

１．開 会  

２．委員紹介 

３．会長・副会長選任 

４．報告・協議                         

（１）地域包括支援センターの運営状況について               【資料１】 

       １）介護予防ケアマネジメント業務 

２) 総合相談・支援等事業 

３) 権利擁護業務 

４) 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

〈参考資料〉 

     令和 6年度全国指標による地域包括支援センター運営状況評価       【資料２】 

  

（２）令和 7年度地域包括支援センターの主な事業実績について        【資料３】 

      １）地域包括支援センター相談実績について 

    

(３)令和 8年度地域包括支援センター運営方針及び運営活動計画について【資料４】 

 

（４）地域包括支援センター運営法人の見直しについて          【資料５】 

 

５．その他 

６．閉 会 

 

３．会長・副会長選任   会長  東北公益文科大学     鈴木淳一氏 

              副会長 社会福祉法人あつみ福祉会 本間久美子氏 
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４．報告・協議 

（１）地域包括支援センターの運営状況について                       【資料１】 

   １）介護予防ケアマネジメント業務 

２) 総合相談・支援等事業 

３) 権利擁護業務 

４) 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

〈参考資料〉 

  令和 6年度全国指標による地域包括支援センター運営状況評価            【資料２】 

  

（２）令和 7年度地域包括支援センターの主な事業実績について              【資料３】 

  １）地域包括支援センター相談実績について 

    

(３)令和 8年度 地域包括支援センター運営方針及び運営活動計画について   【資料４】 

 

（４）地域包括支援センター運営法人の見直しについて                【資料５】 

 

 

【（4）についての質問・意見・回答】 

［委員］ 

資料 5の永寿荘地域包括支援センターの配置基準人員が 5人に増えているが、地域包括支援

センターなえづが湯田川・田川地区の担当となった場合は、配置基準はどのようになるのかお

聞きしたい。 

 

［事務局］ 

湯田川・田川地区の高齢者人口約 700人が、現在の地域包括支援センターなえづの 3,535人

に追加した場合、約 4,200人になるが、市の条例より、配置基準人員の数は 3名のままという

ことになります。 
 

［委員］ 

エリアが広くなっても、市の基準がそうであれば仕方ないですよね。 
 

［委員］ 

 事務局からの説明で、当法人で委託を受けることについて、理事会にて協議され、その中で

意見が出されました。かたりあいエリアについては、今までも広範囲であることは課題になっ

ており、移動等については職員の負担になっており、今後エリアの見直し等についてどのよう

に考えているのかお聞きしたい。 

 

［事務局］ 

  かたりあいエリアについては、担当地域が広範囲であることは認識しており、今後、第 10

期介護保険事業計画期間中に、エリアの見直し等は検討していきたいと考えております。 

 

【（１）についての質問・意見・回答】 

［委員］ 

資料 1-2のケアプラン策定に係る業務の委託状況について、当然ですけれども地域によって

委託率に差があり、年度によっては委託率が下がっている状況も散見されますが、このあたり

の背景や今後の見通しなど、もしありましたら教えていただけますでしょうか。 
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［事務局］ 

指定居宅介護支援事業所へ委託している割合は、資料 1-1にお示ししているとおり、地域包

括支援センターによって異なります。 

例えばケアプラン作成のための専任の職員を配置しているなどの職員体制、担当する日常生

活圏域の高齢者人口・割合や複合的な課題を抱えており支援に時間を要する世帯の数、担当圏

域の面積、ほかにも担当する地域付近に所在する居宅介護支援事業所数等など、さまざまな要

因の影響を受けます。 

よって、割合の高低には包括ごとに違いはありますが、いずれにしても地域包括支援センタ

ーと指定居宅介護支援事業所が連携し、一体となって高齢者の自立支援を推進することがます

ます重要となっております。 

 

［委員］ 

 全国指標による地域包括支援センターの事業評価結果について、評価項目によっては、市全

体、全国平均よりも低い項目がみられる地域包括支援センターがいくつかあるが、理由や背景

等があればお聞きしたい。 

  

［事務局］ 

資料 2-1、2-2の事業評価結果の理由について本日回答できないため、後日回答させていただ

きたい。 

 

５．その他 

意見なし。 


